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沿岸防災技術研究所の活動について 

 

岡 良 

 

（財）沿岸技術研究センター 沿岸防災技術研究所 

 

 沿岸技術研究センターは沿岸防災技術研究所を平成 17 年 12 月に設立し，１年

以上が経過した．沿岸防災技術研究所では総合的な沿岸防災技術について，調査

研究を進めるとともに，セミナーを開催するなど沿岸防災にかかわる情報発信に

取り組んでいる．本稿では平成 18 年度における沿岸防災研究所の取り組みを紹介

する． 

キーワード：沿岸防災，津波防災対策，啓発・技術情報交換． 

 

1. はじめに 

近年，巨大地震の発生に伴う津波・地震災害や台風

規模の増大による高潮災害の恐れが逼迫している．こ

のため当センターでは，ハード・ソフトが一体となっ

た総合的な防災機能を強化し，災害の防止・軽減を図

るための調査研究を行っている． 

当センターでは，国内外の大規模地震災害が多発し

ていることを踏まえ，沿岸防災にかかる喫緊の調査研

究課題に的確に対応していくため，これまでの調査研

究実績，豊富な知見及び人的ネットワークを活かし，

当センターの技術力を効果的に発揮するため，平成17

年12月に「沿岸防災技術研究所」を設立した． 

本稿は，沿岸防災技術研究所の平成18年度における

沿岸防災に関する取り組みについて紹介するものであ

る． 

 

2. 沿岸防災関連の動き 

国土交通省が設置したゼロメートル地帯の高潮検

討会は平成18年１月に「ゼロメートル地帯の今後の高

潮対策のあり方について」の提言を公表した．平成18

年６月２日に中央防災会議は「大規模水害対策に関す

る専門調査会」を設立し，大規模水害対する政府全体

の検討を開始している．調査会設立の背景として，わ

が国において近年，梅雨期の集中豪雨や度重なる台風

の上陸により全国各地で水害･高潮災害が発生してい

ることがあげられている． 

調査会では，被害が広域かつ甚大な首都地域の大河

川洪水及び高潮を対象に，被害像の想定から応急･応援

体制のあり方，緊急的な復旧･復興対策の確立，事前の

備え等について検討することになっている．沿岸域の

防災については，平成16年12月のスマトラ沖地震とそ

れに伴うインド洋大津波よる甚大な被害が発生したこ

とを契機としたより一層の津波対策や平成17年８月の

ハリケーンカトリーナによる米国の大規模災害が大き

く報道されたことにより高潮対策の必要性が広く認識

されたところである． 

 

3. 沿岸防災技術研究所の業務 

沿岸防災技術研究所の業務は，以下の業務について

取り組んでいる． 

①沿岸防災技術に関する情報の収集・整理 

②沿岸防災技術に関する調査研究の実施 

③沿岸防災技術に関する政策提言 

④沿岸防災技術に関する技術の普及 

⑤大規模災害に関する調査研究 

 

4. 沿岸域における災害と調査団の派遣 

平成18年度の国内での沿岸域の自然災害として，岩

手県久慈港では，９月の台風12号の高潮によって護岸

パラペットの倒壊や造船所が浸水した．さらに，10

月には低気圧による暴風・高潮により防波堤のケーソ

ンの損壊や９月に被災した箇所の被害の拡大が生じ

ている．また，茨城県鹿島港では，平成18年10月６日

及び24日に鉱石運搬船などの大型船３隻の座礁事故

が発生した．原因は，台風と低気圧の通過よる強風が

長時間継続したことによるものであった．その他，梅

雨前線による大雨やその他の台風により港湾施設，海

岸施設が被災している．また，豪雪により港湾施設で

は１例だけであるが，小樽港の上屋が倒壊した． 

年度末の平成17年３月25日には能登半島沖を震源

とする平成19年能登半島地震（Ｍ6.9，最大震度６強，

津波20cm観測）が発生した．港湾施設については，石

川県において七尾港，輪島港その他の地方港，富山県

において伏木富山港で被災している．海岸施設につい

ては，穴水港海岸が被災した．当センターは，被害状

況の把握のため現地調査団を派遣した． 
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5.2 ﾊﾘｹｰﾝｶﾄﾘｰﾅの高潮・高波災害に関する日本

ｾﾐﾅｰ～第二回国際沿岸防災ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

会議～ を開催 

5. シンポジウム等の開催 

 沿岸防災についての啓発．防災技術の情報交換のた

め当センターでは国内外でシンポジュウムやセミナー

等を開催しており，ここでは沿岸防災関係について紹

介する． 

平成18年６月８日に笹川記念館で約300名の参加を

得て，港湾空港技術研究所，沿岸技術研究センター，

土木学会の共催，国土交通省の協賛によりワークショ

ップフォロー会議が開催された．  5.1 ＣＤＩＴｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ in 高知～迫りくる地震

津波の脅威に立ち向かう地域の総合力とは～

を開催 

開催されたセミナーでは， 日本側から「日本の高

潮・高波災害」，「ゼロメートル地帯の今後の高潮対

策のあり方について」の講演を行い，招聘した国土木

学会の海岸・海洋・港湾・河川委員会のB. Edge委員長

はじめ４人の講師からハリケーンカトリーナの発達に

関する詳細な解析結果や，高波や高潮の状況，堤防の

破壊状況などの講演が行われた（図-2）． 

平成18年は，昭和南海地震から60年，海岸法施行50

年にあたり，巨大地震が迫るなか，防災減災の取り組

みや海岸のあり方を考えるシンポジウムが５月９日に

高知市のＲＫＣホールで開催された（図-1）．開催に

あたり，国土交通省港湾局，四国地方整備局長，橋本

高知県知事からご挨拶を頂いた． また，『今後の沿岸防災について；ワーストケース

への備え』と題してパネルディスカッションを行った．  シンポジウムは，今村文彦東北大学大学院工学研究

科附属災害制御研究センター教授による「地震津波の

災害と地域での防災力～2004年インド洋大津波を教訓

として」との基調講演，引き続き「防災・減災のため

の地域の総合力とは｣をテーマにパネルディスカッシ

ョンを行った． 

日本側の発表 ： 

日本の高潮･高波災害 

京都大学教授 高山知司 

ゼロメートル地帯の今後の高潮対策のあり方について 

東京大学教授 磯部雅彦 

米国側の発表 ： パネルディスカッションは，宮田速雄氏（高知新聞

社編集局長）のコーディネートにより，パネリストと

して岡村眞氏（高知大学理学部教授），作山健氏（日

本オイルターミナル㈱高知営業所長），梅原康司氏（須

崎市防災担当参事），宮村映子氏（種崎地区津波防災

検討会長），当センター沿岸防災技術研究所の小谷野

喜二，また，コメンテーターとして今村教授にも参加

していただいた． 

ﾊﾘｹｰﾝｶﾄﾘｰﾅ災害のまとめ 

テキサスA&M 大学教授 Billy L. Edge 

ﾊﾘｹｰﾝｶﾄﾘｰﾅ後のニューオーリンズ：最初に目にしたもの 

ジョンホプキンス大学教授 Robert A. Dalrymple 

ニューオーリンズの堤防の破壊－地盤的な問題 

ハワイ大学教授 Peter G. Nicholson 

南部ルイジアナの総合海岸防災と復興  

米国陸軍工兵隊技術研究開発センター Jeffrey A. 

Melby 

主催：財団法人沿岸技術研究センター  

共催：高知新聞社・ＲＫＣ高知放送 

 

後援：国土交通省四国地方整備局・農林水産省中国四国

農政局・高知県・高知市・須崎市 

 

図-2 ハリケーンカトリーナの報告 

 

 米国側の発表では，堤防の決壊が防護システム全体

として強度が不十分で粘り強さもなかったことの指摘

があった．また，高潮が堤防を上回るような箇所で越

流による堤防裏の法面で洗掘侵食が起こったことか

ら堤防は表面の保護が必要であり，洗掘されないよう

に防洗掘性のある堤防にしなければならないとの報

告があった．さらに，堤防に割れ目があると安全率が

図-1 新聞記事 

 

 

 

－ 96 －



沿岸術研究センター論文集 No.7（2007） 

 

急激に低下すること，盛土の天端から法尻までの剪断

力及び基礎地盤の強度にバラツキがあったとの報告

があった． 

国土交通省国土技術政策総合研究所 沿岸海洋研究部 

研究官 熊谷兼太郎 

（独）港湾空港技術研究所 理事長 小和田 亮 

 日本側からは，高潮災害を防ぐには施設を評価する

技術を開発すること，施設がどのような条件で破損す

るのかを予測する技術を開発すること，天端の高さと

施設の強さの設計外力を変えてもいいのではないか

との報告があった．また，今後の日本における高潮対

策について，大きく二つに分けられ，ひとつは，これ

までのハード整備については評価できるものであり

今後とも着実な整備を進めること，ひとつは想定外の

高潮により大規模浸水が発生することを前提に被害

を最小化する取り組みを実施していかなければなら

ないとの報告があった． 

同 津波防災研究センター センター長 高橋重雄 

主席津波研究官 富田孝史，特任研究官 有川太郎 

防衛大学校ｼｽﾃﾑ工学群建設環境工学科 教授 藤間功司 

気象庁地震火山部 調査官 西前裕司 

（独）海洋研究開発機構 海洋工学ｾﾝﾀｰ 部長 金田義行 

スリランカを始め13カ国の研究者，行政担当者 

 

5.3 ｺｰｽﾀﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ2006における防災関連論文

の発表 

平成18年11月15日，全共連ビル本館４階大会議室に

おいて「コースタル・テクノロジー2006」を開催し，

「沿岸技術研究センター論文集Ｎｏ．６（2006）」よ

り以下の防災関連の論文発表を行った． 

写真-1 スリランカ マヒンダ・サマラシンハ防災・ 

人権大臣(中央)と主催者一同  

 

地震津波による脆弱性評価手法の検討 セミナーでは当センターからも発表を行い，発表

概要は以下のとおりです（写真-2）． 調査部 主任研究員 安藤誠 

津波被害予測モデルの構築について  従来，津波による被害想定を行う際は，津波の伝

播及び遡上シミュレーションにより浸水域を求め，

浸水による被害を想定することが一般的であった．

しかし，これまでの津波被害事例をみると，津波に

よる被害としては，浸水被害のみならず，陸上にあ

る車両や貨物等の流出被害，海域にある船舶の漂流

被害，これらの流出物や漂流物の住宅等への衝突被

害，津波の流圧力による建物の破壊被害等が想定さ

れる．このため，津波被害軽減方策の検討に際して

は，より実態に則した被害想定を行うことが不可欠

であると考えられる．今回の発表では，流出・漂流

被害や建物破壊被害を想定するためのシミュレーシ

ョンモデルを構築し，モデル地域を対象としたケー

ススタディの結果を報告した． 

前調査部 主任研究員 爲廣哲也 

 

5.4 第３回国際沿岸防災ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ・津波ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏ

ｯﾌﾟｾﾐﾅｰの開催 

当センターは，国土交通省港湾局，（独）港湾空港

技術研究所および，スリランカのモラトゥワ大学，国

立科学財団，国立防災センターとの協力により，世界

における津波防災対策技術の向上並びにスリランカ等

インド洋大津波の被災国における津波防災対策の向上

支援策として，第３回国際沿岸防災ワークショップ・

津波ハザードマップセミナーを開催した． 

スリランカのマヒンダ・サマラシンハ防災・人権大

臣（写真-1）を始め，13カ国（日本，スリランカ，ア

メリカ合衆国，インドネシア，ギリシャ，タイ，トル

コ，フィリピン，ベトナム，マレーシア，ミャンマー，

メキシコ，モルディブ）から延べ276名の研究者，行政

担当者が参加し，津波災害からの復旧・復興対策の現

状と課題，津波防災に関する最新技術などこれからの

津波防災のあり方，今後の国際協力の重要性など，活

発な意見交換を行った． 

 

セミナーは，スリランカのコロンボにおいて，平成

19年２月12日（月）～13日（火）の２日間開催された．

セミナーには以下の各分野の専門家の参加を得た． 

（財）沿岸技術研究センター 理事長 村田 進 写真-2 論文発表する沿岸技術研究センター

村田進理事長 国土交通省港湾局国際業務室長 古市正彦 
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主催 

（財）沿岸技術研究センター，国土交通省港湾局，（独）

港湾空港技術研究所 

（スリランカ側）モラトゥワ大学，国立科学財団，国立防

災センター 

協賛：国際航路協会日本部会，UJNR耐風耐震構造専門部会 

6. 共同・調査研究の実施 

6.1 共同研究 

津波による被害を適切に予測するためには，来襲す

る津波の高さのみならず，流速や津波力を適切に評価

することが必要である．そこで，（独）港湾空港技術研

究所では，非静水圧３次元数値モデルを取り入れ，津

波波圧や三次元的な流れを計算できる高潮津波シミュ

レータ（ＳＴＯＣ：Storm surge and Tsunami simulator 

in Ocean and Coastal areas）を開発しています（図

-3，図-4）．しかし，ＳＴＯＣによる津波被害の推定を

実用的に行なうためには，実港湾における津波計算を

数多く実施し，実地形におけるＳＴＯＣの適用性の向

上を図る必要がある．そのため，（独）港湾空港技術研

究所及び当センターが昨年末よりＳＴＯＣに関する共

同研究を実施するとともに，当センターは「ＳＴＯＣ

検討会」を立ち上げ，民間コンサルタント会社（現在

９社）も参加し，検討を進めている．検討会は過去に

検討された津波計算の入力データを活用して，ＳＴＯ

Ｃを用いた津波計算を行うことを通じ，ＳＴＯＣの向

上・普及を行うことを目的としている． 

 

図-4 STOC による津波浸水例（スリランカ Galle 港） 

STOC-IC，建物あり(港湾空港技術研究所) 

また，「津波・高潮ハザードマップ関連技術ＷＧ」

を津波･高潮防災に関する調査経験を有する民間企業

と平成17年度に立ち上げた．ＷＧでは，主として津波

災害を対象に，『津波･高潮ハザードマップマニュア

ル』に示された防災に関する技術を各分野ごとに現状

と課題を整理した（図-5）．平成19年度には取りまと

めを行う予定としている． 
１．浸水予測に関する技術

①浸水予測における断層モデルの設定

③浸水シミュレーション技術

②地形等データベースの作成及び活用技術

２．被害想定に関する技術

①津波防護施設等構造物の耐震性・耐津波性の検討手法

②社会・経済的被害の検討手法

３．ハード対策技術

①津波防護施設の設計手法

③新防護方式の提案

②津波防護施設の改良技術

４．ソフト対策技術

①PI（住民を巻き込んだソフト対策による）防災のあり方

④より高度なハザードマップ（動的、双方向）

②防災教育

⑤情報伝達、ビジュアライズ

高精度
外力情報

シナリオ
設定

ソフト対策
補完

ソフト対策
支援

防護効果
評価

予測条件
設定

制約
条件

減災
技術

費用対効果

防災情報

技術開発
要求

減災技術

④津波外力（流体力・衝突力）の評価 ④防護施設の維持管理と支援施設整備

⑥情報基盤

③津波対策マニュアル

 

 

図-5 要素技術の関連図 

 

6.2 調査研究 

沿岸防災等の検討の必要性が高まっていることか

ら，当センターでも多くの調査を受託した． 

個別案件についてみると，おおむね以下のように分

類できる． 

 

 

①津波等予測技術に関する研究 図-3 STOC による津波浸水例（スリランカ Galle 港） 

・津波漂流物の挙動予測技術の開発に関する研究 STOC-ML，建物なし(港湾空港技術研究所) 

・耐震診断（変状予測）手法の開発に関する研究 

・地震動の設定及び耐震性照査に関する研究 等 

②被害想定技術に関する研究 

・津波及び高潮による浸水被害想定に関する研究 

・津波による漂流等被害想定に関する研究 

・港湾活動，資産に係る被害想定に関する研究等 

③災害対策施策に関する研究 

 

－ 98 －



沿岸術研究センター論文集 No.7（2007） 

 

 

－ 99 －

・港湾及び空港における防災力の向上に関する研究 
7. 出版物の刊行 

・津波防護を考慮した防波堤の整備効果に関する研

究 平成16年末に発生したインド洋大津波による猛威

を捉えた映像が「ＴＳＵＮＡＭＩ」という言葉ととも

に全世界に発信された．甚大な人的被害となった要因

として，未曾有の規模であったことに加え，当該地域

では津波警戒体制が脆弱であること，津波に対する理

解が不十分であることが指摘されている． 

・津波及び高潮に係る防災対策･施策立案に関する

研究 

・長周期波対策による荷役稼働率の向上に関する研

究等 

④新技術･広報に関する研究 

・津波漂流物捕捉技術の研究に関する研究 津波に関する我が国の技術的知見を広く世界に情

報発信することは当センターの業務として適切なもの

であることから，「沿岸防災技術研究所」の設立１周

年記念事業として，津波災害の危険性が高い海外諸地

域における人的被害軽減に貢献することを目的とし，

「ＴＳＵＮＡＭＩ」に関する被害，現象，予警報及び

被害軽減策等の技術的知見を紹介する英語の書籍を出

版することとした． 

・耐震対策工法等の開発に関する研究 

・ 沖合波浪観測技術に関する研究 等 

 

沖合は浪観測技術については，ＧＰＳ波浪計による

沖合波浪観測網の早期構築の要望が強かった，東北地

方整備局地整において平成19年３月に宮城県中部沖

（金華山沖），４月に岩手県南部沖（釜石沖）にＧＰ

Ｓ波浪計が設置され，波浪観測が開始された（図-6，

写真-3）． 

書籍を作成するに当たって，編集方針及び構成・内

容等の検討のため，ＴＳＵＮＡＭＩ出版編集委員会設

置し，分担範囲の執筆者の指名及び編集等を行ことと

した． 

 

委員会のメンバーは以下のとおりで，平成19年度中

の日本語版，英語版の出版を，また英語版からインド

ネシア語版を翻訳し，インドネシアにおける津波に対

する理解の向上と防災意識の向上を図ることとしてい

る． 

委員長 村田 進  （財）沿岸技術研究センター 理事長 

図-6 ＧＰＳ波浪観測システム(ＧＰＳ波浪計) 委 員 今村 文彦 東北大学大学院 工学研究科 

 附属災害制御研究センター 教授 

委 員 河田 惠昭 京都大学 防災研究所長 

 

委 員 高橋 重雄 （独）港湾空港技術研究所  

津波防災研究センター長 

委 員 高山 知司 京都大学 防災研究所 教授 

8. その他 

これまでに紹介した取り組みのほか，当センターが

実施している「沿岸気象海象情報発信システム（ＣＯ

ＭＥＩＮＳ）」の運用や「液状化による構造物被害予

測プログラム（FLIP）」の公開･改良業務」など，沿岸

防災に関連する情報提供，耐震強化岸壁をはじめとす

る港湾･空港の土木施設やその他の土木施設の耐震性

能の評価に必要な技術の普及も実施している．これら

も，沿岸域における防災対策に関する検討にとっても

不可欠なもので，今後も充実をはかる． 

写真-3 岩手県南部沖(釜石沖)ＧＰＳ波浪計 

（東北地方整備局ＨＰ及び技術研究発表会資料） 

 

 当センターは平成19年度に，ＧＰＧ波浪計測設備本

体及び設置工事の施工管理支援業務，及び，ＧＰＳ波

浪計の活用を図る津波防災情報活用方策検討調査を

受託した．東北地方整備局では，ＧＰＳ波浪情報を自

治体へ配信することとしており，平成19年度以降も検

討を継続することとなっている． 


